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移転価格に関する納税者の調査協力義務の強
化 
 
ドイツ連邦参議院は 2022 年 12 月 16 日、課税分野における行政協力と租税手続法の近

代化に関する 2021 年 EU 指令をドイツ税法に取り込む法案を、ドイツ連邦議会での可決

を経て承認しました。この中には、税務調査を迅速化するための租税通則法

（Abgabenordung、"AO"）や租税通則施行法（Einführungsgesetzes zur 
Abgabenordnung、"EGAO"）の改正が含まれています。この目的は、将来的に税務調査

の開始と完了をより早くすることにあり、税務調査期間は最長で 5 年に制限されます。 
 
また、納税者の移転価格分野での協力義務、特に移転価格文書の提出と協力義務違反に

対するペナルティを強化するための規制が導入されました。この改正は、2023 年 1 月 1
日に施行されましたが、2025 年以降の査定年度に係る税務調査、または 2025 年 1 月 1
日以降に調査告知書が発行される税務調査から適用されます（EGAO 第 37 条参照）。 
 
納税者は、特に移転価格文書の提出に関しては、新しい規制に適応するための時間が十

分にありますが、社内のコンプライアンスプロセスを新しい法的要件に適応することは急務

となっています。協力義務違反やペナルティを回避するためにも、税務調査に向けて入念

に準備を行い、移転価格文書を適切に作成・保持することが今後はさらに重要となります。 
 
主な改正内容は、以下のとおりです。 
 
移転価格文書の提出期限の改正 
 
新たに導入された租税通則法第 90 条第 4 項に基づき、税務当局は今後いつでも、すなわ

ち税務調査以外のタイミングでも移転価格文書の提出を要求することができます。例えば、

事前確認（APA）申請の一環として、移転価格文書の提出が要求されるケースが考えられ

ます。 
 
さらに租税通則法第 90 条第 3 項により、税務調査官からの明確な要求がなくとも、税務調

査が開始してから、すなわち調査告知がなされてから 30 日以内に移転価格文書を提出し

なければならないことになりました。実務上、調査告知から 30 日以内に適格な移転価格文

書を準備することは難しいと考えられるため、納税者は移転価格文書を事前に準備してお

く必要があります。 
 
税務査定の時効成立の改正 
 
税務査定の時効に関する新しい規則が導入され、税務調査の期間が最長 5 年に制限され

ることとなりました。現行法では、調査告知をもって税務査定に係る時効の成立が一時的に

停止されますが（租税通則法第 171 条第 4 項）、改正後は、原則として調査告知から遅くと
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も 5 年で時効を迎えることとなります。5 年という期間はまだ非常に長いとはいえ、基本的

には納税者は過度に長い税務調査から保護されることになります。しかし、実際のところは

5 年以上続く税務調査はごくわずかです。また、いくつかの例外も規定されています。例え

ば以下のような場合には、5 年の期間が延長されます。 
 

• 納税者の要求により税務調査が中断または延期された場合 
• 5 年の期間満了前に政府間行政支援が利用された場合（特に共同税務調査が

開始された場合） 
• 納税者が協力義務に反して税務調査の遅延を引き起こした場合 

 
適格な協力要請の導入 
 
租税通則法第 200a 条第 1 項（新設）では、納税者に対して税務調査への適格な協力を要

請しており、遅れがあった場合には罰金を科すとの規定を導入しています。 
 
税務調査は、書面で告知するものとし、納税者の権利（例：異議申し立て）の教示を含む行

政行為であり、納税者に協力（例：特定の書類の提出）を求めることができます（いわゆる

「適格な協力要請」）。これは従来も可能でしたが、明示的に規制されていませんでした。ま

た、適格な協力要請に違反した場合、協力の遅れに対する罰金（最大 150 日間で１日につ

き 75 ユーロ）が科される可能性があります。ただし、度重なる協力の遅れが見られ、納税

者に高い経済力がある場合には、1 日あたり最大 25,000 ユーロの罰金が最長 150 日間

にわたって科される可能性があります。 
 
「適格な協力要請」と「協力の遅れ」に対するペナルティが導入されたことで、税務調査の要

求事項を遵守することへのプレッシャーが高まると考えます。一方で、異議申し立てが可能

な行政行為としての適格な協力要請により、納税者は、税務調査中であっても財務裁判所

に法的保護を求めたり、協力義務の範囲に関する基本的な疑問（多くの場合、移転価格の

正しい算定に関する重要な疑問）を早い段階で明確にすることができます。 
 
修正申告義務の拡大 
 
租税通則法第 153 条による税務申告の修正義務が拡大されました。今回新たに導入され

た第 4 項では、すでに提出されているものの税務調査の対象になっていない税務申告書

について、税務調査で確定した指摘事項がこれらの申告書の課税標準の変更につながる

場合には、修正申告をしなければならないとされています。したがって、納税者は税務調査

の結果とその後の査定年度への影響を自主的に検討し、必要であれば、修正申告を行う

必要があります。移転価格に関する指摘事項は、一般的には税務調査後も継続するモノ

やサービスに供給に関する継続的な事項が多いことから、十分に注意が必要です。 
 
詳細は、英語の Newsflash またはドイツ語の Newsflash をご参照ください。 
 
 

 

 

 

https://blogs.pwc.de/de/german-tax-and-legal-news/article/235476/tp-perspectives-newsflash-16.-dezember-2022/
https://blogs.pwc.de/de/steuern-und-recht/article/235058/tp-perspectives-newsflash-16.-dezember-2022/
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Japanese Business Network（JBN）について 

 
PwC ドイツの Japanese Business Network（JBN）は、監査・税務・法務・M&A・コンサルティングなどのあらゆ

る分野において、ドイツに進出している日系企業をテーラーメイドで支援いたします。組織再編、移転価格、

VAT など専門性が求められる分野においても、深い知識と経験を有する日本語を話せるプロフェッショナル

と、現地のプロフェッショナルが二人三脚で皆様の成長を支援いたします。 

 

JBN の Webseite はこちらから：Japanese Business Network (JBN)  

ドイツ税務＆法務アップデートはこちらから：Japanese Business Network (JBN) Newsflash 
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